
事業費等 千円

千円

千円

千円

千円

人 件 費 千円

× 0.5 × 0.5 × ×

× × × ×他の職員

3,607 3,607 3,598 3,598 100.0%

正 職 員
   千円
× 人役

7,214 7,214 7,195 0.5 7,195 0.5

一般財源 1,000 1,250 1,000 1,300 130.0%

750 1,000 700 70.0%

地 方 債

そ の 他

コ ス ト
　　～資源の投入量

区　　分 単位
平成28年度 平成29年度

<23>投入指標
　　(インプット)

コ ス ト 千円 5,598

計　画 実　績 計　画 実　績 投入率(%)

5,607 5,607

2,000 2,000 2,000 100.0%

財
源
内
訳

国・県補助金 1,000

自主防災組織カバー率 ％ 60 57 60 58

研修時の内容理解度 ％ 100 90 100 90

100.0%

2,000

計画 実　績 計　画 実　績 達成率(%)

97.2%

90.0%

<20>活動指標
 (アウトプット)

指 標 名 単位
平成28年度 平成29年度

計画 実　績 計　画 実　績

4 4 4 100.0%

手
段

<19>平成29年度
の活動内容

　自主防災組織向けのリーダー講習会（全４回）を実施する。新規設立の啓発のため、自
治会等へ出向き自主防災組織についての説明会を実施する。

達成率(%)

講習会の実施 回 4

成
果

<21>事業・業務の
成果

　自主防災組織の拡大を進め、市内の自主防災組織カバー率を上昇させる。
（市内全世帯に対する自主防災会加入世帯数）

<22>成果指標
　　(アウトカム)

指 標 名 単位
平成28年度 平成29年度

5,598

２．Ｄｏ － 実施 －

　自主防災組織の新規設立及び防災リーダーの育成。

　自主防災組織の拡大及び育成を図ることにより、地域防災力が強化され、災害に強い
まちづくりを実現し、市民の安全安心を確保することを目的とする。

　自主防災組織

<17>事業･業務の
目的目

的

<11> 会　 計 一般 会計 <12>予算科目 2 款 1 項 9 目

<13>実施期間 年度 ～ 年度 <14>全体事業費 千円

中項目 5-1　災害に強く安全安心なまち <7> 担当所属 危機管理課

小項目 5-1-1　防　災 <8> 担当係等 防災企画係

施　策 自主防災体制の充実

№ 52

１．基本情報
<1> 事業・業務名 自主防災組織育成事業 <2> 事業･業務の別 事 業

<3> 選定基準 ②　平成29年度新規・継続重点事業 <4> 継続評価･新規評価の別 継続評価

<5>
総合計画
基本計画
での体系

<18>事業･業務の
対象

<16>事業･業務の概要

<15>実施手法 補助金・負担金・貸付金等 「その他」の場合 （　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　小 山 市 事 務 事 業 評 価 シ ー ト
平成30年度版

大項目 5　災害に強く　快適で住みよい　夢を支えるまちづくり <6> 担当部(局) 消防本部

<9>根拠法令・計画等 災害対策基本法　地域防災計画 <10>関連・類似事業



計　画 計　画

コスト 千円 5,607 5,607

人 件 費 千円 3,607 3,607

　早期に市内全域で自主組織を設立することは、大規模な災害
に備えるために必要であるため、改善の余地が大きいとした。
　
　説明を継続することにより、市民の自主的な防災組織の発足を
図る。

理
由

<34>活動・成果目標

　多くの自治会等に自主防災
組織及び自助・共助の必要性
を理解してもらい、自主防災組
織の新規設立に結びつける。

５　Ｐｌａｎ － 計画 －

事
業
の
計
画

<33>実施計画

　年度前半での各自治会等へ
自主防災組織設立に関する説
明会の実施。（自治会長が切り
替わる時期では設立に結びつ
かない場合が多いため）

<35>コスト

区　 分 単位

平成30年
度

平成31年
度

事業費等 千円 2,000 2,000

<32>
 2次評価

1.拡大
理
由

災害時は、行政の公助だけでなく市民の自助・共助が重要となる
ので、研修を充実させ、新たな自主防災会の設立に向け活動を
していく必要がある。

1.拡大
理
由

災害に備え、継続的な啓発や研修により市民の意識改革ができ
る様々な取り組みが必要である。

　市民の自主的な防災組織設立を目指し、説明会未実施の自
治会への呼びかけを工夫する必要があるため、改善の余地があ
ると評価する。

４．Ａｃｔｉｏｎ － 改善 －
事
業
の
改
善

<30>
　 事業の課題
　 事業の改善点
   今後の進め方等

<29>総合評価 2.改善の余地がある
理
由

　災害が大規模化するほど、その対策は、行政のみでは対応しきれない部分が出てくる。備
蓄物資の整備や行政による公助の強化だけでなく、市民一人ひとりの自助の意識や自主防
災組織がもつ共助の精神を育成することが急務となるが、説明会や研修は実施できても、実
際に組織の新規設立には結びつかない場合が多いので、時期や場所等を考慮し、より計画
的に事業を進めて行く必要がある。

事
業
の
方
向
性

<31>
 1次評価

所属長

所管部長

効
率
性

<27>
事業費や人件費の
削減余地

2.事業費の削減余
地がある

理
由

　防災啓発のセミナー等（講習会）を案内し、各組織において自ら
受講するような防災啓発活動を推進する。

公
平
性

<28>
受益者負担の
適正化余地

1.適正
理
由

受益者による負担はなし。

有
効
性

<26>
成果の向上余地

2.向上の余地がある
理
由

　前年度実施している自主防災組織を設立するための説明会を
受けた自治会で設立に向けて意向を示している自治会と併せて
新規自主防災会の設立拡充を図るため、担当者による未設立自
治会への呼びかけを行えばさらに自主防災組織カバー率アップが
望める。

<25>
手段や実施手法の
妥当性

1.妥当である

３．Ｃｈｅｃｋ － 評価 －

実
績
評
価

妥
当
性

<24>
目的・対象の
妥当性

1.妥当である


